
 

 

 

物  質  名 2, 4-トルエンジアミン ＤＢ－29 

別  名 
トルエン-2, 4-ジアミン 
m-トルイレンジアミン 
2, 4-ジアミノトルエン 

CAS 番号 95-80-7 
PRTR 番号 第 1 種 228 
化審法番号 3-126 

構 造 式 

 

分子式 C7H10N2 分子量 122.17 
沸点 292℃ 1) 融点 99℃ 1) 
蒸気圧 0.13 kPa（106.5℃）1) 換算係数 1 ppm = 5.00 mg/m3（25℃） 
分 配 係 数（log Pow） 0.14 2) 水溶性 7.74 g/L 3) 

急急急    性性性    毒毒毒    性性性    
 
 動物種 経路 致死量、中毒量等  
 ウサギ 経口 LD50 590 mg/kg（24h）4)  
 ウサギ 経皮 LD50 650 mg/kg（24h）4)  

 

中中中    ・・・    長長長    期期期    毒毒毒    性性性    

・雌マウスに 0、25、50、100 mg/kg/day を 14 日間強制経口投与した結果、25 mg/kg/day 以上の

群で肝臓重量の増加（肥大）、脾臓重量の減少、末梢血白血球、リンパ球及び GPT の増加、

血中尿素窒素の減少などの用量に依存した変化を認め、100 mg/kg/day 群で中程度の小葉中心

性の肝細胞壊死もみられた。また、免疫作用に対する影響もみられ、これは白血球の分化及

び成熟の阻害による影響と考えられた 5) 。この結果から、LOAEL は 25 mg/kg/day であった。

・ラットに 0.025、0.05、0.1、0.2、0.3％の濃度で餌に混ぜて 7 週間投与した結果、雄の 0.05％
以上の群及び雌の 0.1％以上の群で体重増加の有意な抑制、0.1％群で造血亢進及び肝細胞の

空胞化を認め、0.2％以上の群ではほぼすべてが死亡した 6) 。この結果から、NOAEL は 0.025
％（19 mg/kg/day 相当）であった。 

・ラットに 0、9、18 mg/kg/day を 40 週間混餌投与したところ、9 mg/kg/day 以上の群で過度の

体重増加の抑制がみられたため、5.9、13 mg/kg/day に投与量を減少させてさらに 63 週間混餌

投与した結果、5.9 mg/kg/day 以上の群で用量に依存した有意な体重増加の抑制及び死亡率の

増加、慢性腎疾患、肝細胞の脂肪変性及びびまん性変化を認め、二次的な上皮小体機能亢進

もみられた 6) 。この結果から、LOAEL は 5.9～9 mg/kg/day であった。 

生生生    殖殖殖・・・発発発    生生生    毒毒毒    性性性    

・雄ラットに 0、5、15 mg/kg/day を 10 週間混餌投与した結果、15 mg/kg/day 群で交尾頻度の減

少、妊娠率の低下、精子数の減少、精嚢及び副睾丸重量の減少、血清テストステロン濃度の

低下を認めた 7,8) 。この結果から、NOAEL は 5 mg/kg/day であった。 
・雄ラットに 0、15 mg/kg/day を 10 週間混餌投与した結果、15 mg/kg/day 群で睾丸のセルトリ

細胞の変性、精子形成能の低下、精細管液量の増加などを認めた 9) 。 
・雌マウスに 0、150 mg/kg/day を妊娠 7 日目から 14 日目まで強制経口投与した結果、母マウス

の約 1/3 が死亡し、母マウスの体重減少、出産率の低下、出生仔数の減少及び低体重に有意

差を認めたが、奇形はみられていない 10) 。 
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ヒヒヒ    トトト    へへへ    ののの    影影影    響響響    

・本物質は著明な肝臓毒で、脂肪肝を起こす。また、刺激性物質としても知られており、皮膚

に接触して刺激、水疱などを起こす 11)。吸入すると咳、咽頭痛を、経口摂取すると腹痛を生

じ、頭痛、眩暈、吐き気、錯乱、痙攣、意識喪失を起こし、メトヘモグロビン血症を引き起

こすこともある 1) 。 
・本物質を含むジアミノトルエン（DAT）を製造する 3 工場の男性労働者を対象とした調査で、

DAT の暴露を受けた労働者で精子数及び大型精子比率の有意な減少、その妻で自然流産発生

率の有意な増加が認められており、労働環境濃度は 0.005～0.44 mg/m3 であった。なお、同時

にジニトロトルエン（DNT）の暴露も受けていたが、DNT 濃度は NIOSH の基準値（1.5 mg/m3）

以内であった 12,13,14) 。 
 一方、同程度の DAT 及び DNT に暴露されていた男性労働者の調査（ただし、労働者の分類

は妻が受胎した際の暴露状況ではなく、調査時の暴露状況に基づく）で、妻の流産発生率や

精子への影響を認めなかったという報告もある 15)。 

発発発    ががが    んんん    性性性    

IARC の発がん性評価： 2B 16) 

実験動物では発がん性が認められるものの、ヒトでの発がん性に関しては十分な証拠がない

ため、IARC の評価では 2B（ヒトに対して発がん性が有るかもしれない）に分類されている。

許許許    容容容    濃濃濃    度度度    
 
 ACGIH  －  
 日本産業衛生学会 －  
 

暫暫暫    定定定    無無無    毒毒毒    性性性    量量量    等等等    ののの    設設設    定定定    

 経口暴露については、ラットの中・長期毒性試験から得られた LOAEL 5.9～9 mg/kg/day（体

重増加の抑制、慢性腎疾患、肝細胞の変性）の低い方の値を採用し、LOAEL であることから

10 で除した 0.59 mg/kg/day を暫定無毒性量等に設定する。 
 吸入暴露については、暫定無毒性量等の設定はできなかった。 
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